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■このセミナーは収録したセミナーを動画配信でご視聴いただけます。視聴期間は 2 週間です。 
■参加費をお振込みいただいた後に、配信ページ URL とログイン情報をメールでお送りします。  
 
【計算だけで「価値」は把握できない】Ｍ＆Ａ検討時のバリュエーションで用いられるＤＣＦ法の
計算そのものは単純な四則計算にすぎません。計算結果の含意を理解するためには、インプット
および計算プロセスの意味の理解が欠かせません。  
【「事業計画」の扱い方】ＤＣＦ法では、割引率に関心が向きがちですが、「将来キャッシュフロー」
の影響度はより大きいといえます。Ｍ＆Ａの現場では、提示された「売手目線満載」の事業計画の
扱い方が常に問題となります。評価の前提となる事業計画について、例えば、実績あるいは事業の
性格等との整合性の確認は、評価の重要なプロセスです。  
【「事業計画」の見方を含めた要所を整理】本セミナーでは、(1)ＤＣＦ法の基本について再確認し、
(2)ＤＣＦ法の主要インプットであるキャッシュフローの前提となる「事業計画」の見方のポイントを
整理し、(3)ＤＣＦ法の評価の整合性確認の視点と手法について解説します。  
 

Ⅰ．ＤＣＦ法概観 
１ ＤＣＦ法計算の流れ 

２ ＤＣＦ法評価の課題 

３ ＤＣＦ法の構成 再確認 

４ 資本コストと割引率  
Ⅱ．事業計画の読み方・扱い方 

１ 評価前提としての事業計画 

            ①事業計画は何年分必要か 

            ②事業計画は誰が作成すべきか 

            ③シナジー効果はどう考えるべきか 

２ 事業計画の見方 

３ 事業計画の整合性チェック 

４ 事業部門単独評価の留意点  
Ⅲ．ＤＣＦ法の実務のチェック項目 

・確認事項① インプットの性格の確認 

・確認事項② インプットとマクロデータとの整合性 

・確認事項③ キャッシュフローと割引率との整合性 

・確認事項④ アウトプットと市場データとの整合性 

・考慮事項  ディスカウント・プレミアム   
Ⅳ．まとめ 

 
【講師略歴】1986 年東北大学法学部卒業、同年日本長期信用銀行入行。1998 年中央監査法人入所、みすず
フィナンシャル・アドバイザーズ（PwC）等を経て、2015 年 10 月より現職。IFRS 財団の公正価値測定教育文書
作成プロジェクト評価専門家グループメンバー。事業価値、株式価値評価、公正価値測定、無形資産評価等の評価
業務を中心に、内外の M&A、事業再編支援業務に従事している。 
【著書・著述】『株式価値評価入門』、『公正価値測定の実務 Q&A』（いずれも中央経済社）、「海外非上場株式の
評価上の留意点」（旬刊「経理情報」2015 年 2 月）等多数。       ※録音･ビデオ撮影はご遠慮下さい。                    
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※収録日：２０２０年６月30 日（火）【約 3 時間】 

 

視聴ページのログイン ID を発行後、2 週間ご視聴が可能です。 

資料は、ログイン後に視聴ページからダウンロードしてご利用いただけます。 

（資料の無断複製はご遠慮ください）  

   
３０,０００円（消費税を含む）  

１社２名以上同時に参加お申込みいただいた場合、お２人目から１名に
つき２７,０００円。追加申込みの場合はその旨ご記入下さい。  
 
 
 
 
金融財務研究会    

ホームページ https://www.kinyu.co.jp/ 
〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町 1-10-8 グリンヒルビル  

TEL 03-5651-2030  FAX 03-5695-8005 
 
 
 
ファックス又は郵便にて申込書をお送り下さい。上記ホームページの申込欄からも
お申込いただけます。請求書をお送りいたしますので、下記口座にお振込ください。 

ご入金確認次第、URL とログイン ID をお送りいたします。（但し経理の都合等で
間に合わない場合は、ご連絡いただければお待ちいたします。）  

 

ご記入いただきました個人情報は、当社および関係会社の受講者名簿の整備や今後開催される  

セミナーのご案内等に使用します。  

 

普通預金 口座名  (株)金融財務研究会  
 
三菱 UFJ 銀行 本   店  1642356 三井住友銀行  本店営業部  7397637 

三菱UFJ信託銀行 本   店  2818151 みずほ銀行  東京営業部  1427715 

三井住友信託銀行 本店営業部 2993982 りそな銀行  東京営業部  1693669 

      
 

 
切らずにこのままお送り下さい  

  
 
 

Ｍ＆Ａ検討時のバリュエーション実務の要所  

【アーカイブ】  

 
参加申込書 

FAX 03-5695-8005 
 
 
２０２１年    月     日  

ご連絡・講師へのご質問等ご記入下さい   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*ｾﾐﾅｰｺｰﾄﾞ 136a（M&A-k900136a）                     

会 社 名  

TEL 

FAX 
 
E-Mail 

所 在 地  
〒  
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書類送付先  

(同上の場合記入不要)    

ご担当者                   部課名  

TEL                    FAX                                    

お申込の翌日には請求書を発送しておりますが、お手元に届かない場合は、弊社までご連絡下さい。 
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